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小沢一郎元代表が率いる衆議院38名、参議院12名が民主党を離党し、新しい政党を今週11日にも立ち上げる予定だという。その政党の名前は未定だが、国会に届け出た会派名は「国民の生活が第一」というもので、民主党がこれまで使っていたスローガンを会派名に仕立て上げており、新党の代表には小沢一郎氏が就任し、先に民主党を離党していた「新党きずな」との連携や、社民党、新党大地・新民主にも連携を呼びかけているようだ。
□分裂は痛いが、野田内閣は歴史的な仕事の第一段階を成就
当初、衆議院だけで50名を1人でも超せば、単独で内閣不信任決議を提出できるわけで、それを目指していると思われたのだが、蓋を開けてみたら小沢氏に付いて行くと思われていたかなりのメンバーが抜け落ち、結果として他の党や会派との連携を模索しながら次の展開を模索しているようだ。ただ、民主党内には衆議院での法案採決に反対したり、棄権したりしたメンバーが残存しており、今後の展開いかんでは内閣不信任案に同調することもありうるわけで、野田内閣にとって大きな痛手の中での社会保障・税一体改革関連法案の衆議院通過となった。消費税を5%から10%へと引き上げるという、純増税を真正面から打ち出した初めての大変な課題を一歩前に前進させたわけで、その歴史的な意義はまことに大きいものがある。またねじれ国会の下で、今後の様々な政治局面においても、自民・公明両党との妥協を成立させたことの意義は大きいものがある。まずは、第一段階として高く評価したい。
□富裕層からもっと増税を、という声が出て欲しいのだが
　消費税の引き上げという大きな問題が、国政での大問題になっているだけに、今回は税にまつわる問題を取り上げてみたい。
　一つは、富裕層の税に対する考え方にどうしてこんなに違いがあるのだろうか、という点である。朝日新聞が、『カオスの深淵　立ちすくむ税金』という5回にわたるシリーズを掲載したなかで、最後の5回目「もっと私に課税してくれ」という記事がある(7月5日)。あの市場原理主義が強いアメリカにおいてすら、富裕層からの課税をもっと進めるべきだ、という声が出始めている。また前号でも指摘したように、著名な投資家であるウォーレン・バフェット氏も、自分の所得に対する実効税率が、会社の従業員のなかで最も低く、もっと高額所得層に対して課税を強化しても良い、と主張しているという。それを受けて、オバマ大統領も高額所得層に対する課税の強化を訴えているのだが、一方で伝統的な共和党の支持者層、とりわけティーパーティグループは課税の強化には一貫して反対しており、その点が今秋の大統領選挙での有力な争点になりつつある。日本では、富裕層の方たちからもっとわれわれの所得税を強化すべきである、という主張は残念ながら出ていない。それどころか、いかに税から逃れるのか、という節税策に余念がない。グローバル化した今日、いかに税を確保していけるのか、課税当局の必死の努力にもかかわらず、なかなか良策が見つかっていないのが現実である。「税とは、文明の対価である」という理念が、今こそもっと広がるべきときであろう。
□スウェーデンで富裕税・相続税が廃止されたという事実
　そうした中で、最近驚いた事実は『カオスの深淵』シリーズの2回目「『相続はリスク』　税のない国へ」のなかで、福祉国家と言われたスウェーデンで、2004年に相続税と贈与税が廃止され、さらに2007年には資産にかかる富裕税も廃止されたことが紹介されている。もっとも、相続税・贈与税がスウェーデンの税収に占める割合は約0.2%程度でしかなく、それほど痛痒を感じなかったのかもしれないが、どうやら産業界が廃止を働きかけたようである。グローバル化の下で、資産を国外に移すのが簡単になったため、富裕層から税金を取り立てることが困難になっており、どうせ取れないのなら自国から逃げ出さないようにしてはどうか、ということにあると報じられている。まさか、「スウェーデンよ、お前もか」という思いなのだが、世界的には相続税がない国は、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、イタリーなど案外多く、アメリカもブッシュ・ジュニア時代にゼロ税率に減税したのだが、さすがに今は低税率ではあるが復活している。ただし、事実上払いたい人が払う「ボランタリータックス」と揶揄されているのが実態と言われている。
□世界は相続税の無い国が多い、だからそれでどうする
こういう事実を前にして、元国税庁長官であった渡辺裕泰早稲田大学教授は、日本でも廃止を検討してみたらどうか、と『税経通信』(2012年5月号)で主張している。日本における社会保障機能強化に向けて、税金が投入されていることは周知の事実であろう。ざっと100兆円の社会保障給付の内、社会保険料で約60%、税金で約30%も支出しているのだ。それだけに、亡くなられた際に遺産として残された財産に対して、課税をしていくことの必要性や合理性はあるのではなかろうか。識者の中には、年金や介護の目的税にしてはどうか、という意見すら出されている状況にある。さらに、機会の平等という観点からも、相続や贈与によって格差がはじめからつけられることの不公平性は、社会の公平性という観点からも見過ごすことはできない。世界の潮流は廃止が多いからと言って、日本でも廃止すべきだ、というのも暴論であろう。
そうしたなかで、鳩山兄弟に対する母親からの巨額の贈与(それぞれ42億円ずつ)が報道された。与謝野元大臣から「平成の脱税王」と批判された鳩山元首相に対する毎月1,500万円の贈与の記憶が甦ってきて、再びいろいろなことが考えさせられる。鳩山総理時代、一番力を入れられていたのが「新しい公共」であり、寄付税制の充実であった。後世の歴史に残る仕事であり、高く評価すべき業績であることは間違いない。もし、その精神を実現すべく、今回の贈与された財産の一部でも寄付に回される考えはないのだろうか、と思ってしまうのだが、どうなのだろうか。まだ現職の政治家だから、寄付は禁止されているのが理由なのだろうか。日本における富裕層の方たちの、ノーブレス・オブリージュ即ち「高貴なるものの責任」が問われているように思えてならない。
□週刊誌が取り上げたスクープ、重大で見過ごせない
　税に関する話題をもう一つ取り上げてみたい。消費税率の引き上げという大きな問題があるだけに、国民の関心も税について大きくなっているのだろう。メディアの中でも、とくに週刊誌では見出しが激しく踊っているものが多いのだが、先週初めに発売された『週刊朝日』(7月13日号)には、率直に言って驚かされた。スクープ記事として「元国税庁長官に脱税疑惑」が掲載され、更に週刊朝日の記者と一問一答の取材まで記事として出ているのだ。元国税庁長官というのは大武健一郎氏であり、資料を週刊朝日に持ち込んだのは大武氏の妻である満里子さんとのことだ。
かつて、小生も国会議員になった1992年以降、税制について大武氏をはじめとする財務省官僚の皆さんから多くのことを学び、退官後もNPO活動としてベトナムに簿記を教えてこられるなど尊敬していた方でもあるだけに、もし事実とすれば残念の一語に尽きる。
彼女は、「真実を国民の皆様に知っていただきたい」として大武氏が持っていた「手帳、通帳、確定申告などを調べた結果、官僚時代に給与外所得(講演料、原稿料等)を数百万円も過少申告し、”脱税”していました。さらに職権を乱用し、先輩である歴代の財務事務次官、国税庁長官の方々の年収を調べたり、愛人にせがまれるまま人事情報を漏えいしたりし、公僕にあるまじき行為をしていたのです。国税庁、財務省の方々に対し、申し訳ない気持ちでいっぱいです。」(18ページ)と語っている。
□元国税庁長官の倫理的責任は重いのでは
その詳細は省きたいが、国税庁長官まで登りつめた方が、時効になっているとはいえ「脱税」と妻から疑われるようなことをしたり、歴代の次官や長官の所得を調べ上げたりしている事実に対して、率直に言って本当だろうかと疑いつつも、本人の弁明インタビューがあるだけに事実なのだろう。まことに、驚愕を持って受け止めざるをえない。かつて、社会保険庁の職員が、有名人の年金記録をのぞき見したということが大問題になったが、それ以上に見過ごすことのできない行為がなされている。よく、財務省に批判的な組織や人物に対して国税庁が様々な方法で仕返しをする、という噂が巷では出されることがあったのだが、まさか国税庁長官自身がこれに類するような行為に及んでいたという事実は重い。
さらに、大武氏は週刊朝日の記者とのインタビューに際して、弁護士と現役の国税庁職員を同席させていたという。弁護士はともかく、現職の国税庁職員を同席させたのは何故なのだろうか。国税職員は誰から命令され、どういう立場で同席したのだろうか。明確にしなければなるまい。残念ながら、このスクープ記事については、『週刊朝日』以外には全く触れられていない。国税庁長官という、国税庁の最高責任者のスキャンダル報道であるだけに、時効の壁はあるのだろうが、ぜひともその倫理的責任を含めて追及していくべきだと思う。かつての友人の一人として、そのことだけは指摘せざるを得ない。
